
『『取取引引にに関関すするるささままざざままなな悩悩みみをを迅迅速速にに解解決決ししたたいい』』  
 

下請かけこみ寺にご相談ください 
                                   

  せさ                         

                                   

                                   

 

  
対象となる方  

企業間取引に関して、さまざまな悩みなどをもつ中小企業・小規模事業者 
 

支援内容  
 全国４８箇所（各都道府県及び東京本部）に「下請かけこみ寺」を設置しています。 
 下請かけこみ寺では、以下の取組を行っています。 
 

（１）各種相談への対応 
    消費税転嫁や原材料高騰による価格転嫁等をはじめとする中小企業・小規模事業者の取

引に関するさまざまなご相談（取引あっせん、経営、技術、金融、労働等に関する相談を除く。）
に、下請代金支払遅延等防止法や中小企業の取引問題に知見を有する相談員や弁護士等
が親身にお話しを伺い、アドバイス等を無料で行います。相談内容はもちろんのこと、相談を受
けたこと自体も秘密として取り扱います。 

また、弁護士による無料相談も実施しています。 
 
【ご相談の例】 

「原材料が高騰しているにも関わらず、単価引き上げに応じてくれない」 
「支払日が過ぎても代金を払ってくれない」 
「客からキャンセルされたからいらなくなったと言って返品された」 
「代金の値引き（減額）を要求された」 
「期日どおりに納品したのに倉庫が一杯だからと言って受け取ってくれない」 
「仕事の受注の見返りに、取引先が取り扱う商品の購入を求められた」 

 
（２）迅速な紛争解決 

    中小企業・小規模事業者が抱える取引に係る紛争を迅速かつ簡便に解決するため、裁判外
紛争解決手続（ＡＤＲ）を用いて、全国の登録弁護士等が相談者の身近なところで調停手続
等を行います（費用は無料）。 

 
ご利用方法 

最寄りの下請かけこみ寺又は下請かけこみ寺本部にお電話や直接お越しいただきご相談ください。 
相談受付の電話番号はフリーダイヤルとなっていますので、通話料無料でご利用いただけます。 

一般的なご相談        ［フリーダイヤル］  0120-418-618 
消費税転嫁に関するご相談 ［フリーダイヤル］  0120-300-217 

また、メールやＷｅｂフォームでのご相談も受け付けています。 
詳細は、「下請かけこみ寺」のサイトをご覧ください。 

  
 

 中小企業・小規模事業者の企業間取引に関するさまざまなお悩みに親身に対応し、迅速な解

決策を提示するなど、適正な取引を行うための支援を実施します。 

お問い合わせ先 
中小企業庁 取引課 TEL：03-3501-1669 
公益財団法人全国中小企業取引振興協会 「下請かけこみ寺」本部 

TEL：03-5541-6655     URL:http://www.zenkyo.or.jp/kakekomi/address.htm 

 『『下下請請取取引引のの適適正正化化をを図図りりたたいい』』  
 

「下請代金支払遅延等防止法」の規制について 
                                   

  せさ                                 

                                   

 

法律の概要  
「下請代金支払遅延等防止法（以下「下請代金法」といいます。）」は、下請取引のルールを定め

ています。 

下請代金法は、親事業者の不公正な取引を規制し、下請事業者の利益を保護することを図るも

のです。中小企業庁と、公正取引委員会は、親事業者が下請代金法のルールを遵守しているかどう

か調査を行い、違反事業者に対しては、同法を遵守するよう指導しています。 
 

法律の適用範囲  
下請代金法は、親事業者が下請事業者に物品の製造・修理、情報成果物（ソフトウェア

など）の作成又は役務（運送、情報処理、ビルメンテナンスなど）の提供を委託したとき※に適

用されます。なお、建設工事の請負は、別途「建設業法」（国土交通省にお問い合わせ下さ

い）という法律が適用されます。 
 

※ （１） 物品の製造・修理委託及び政令で定める情報成果物作成・役務提供委託は、①資本金3億  

  円超の法人が3億円以下の法人又は個人に、②資本金1千万円超3億円以下の法人が資本金1

  千万円以下の法人又は個人に委託する場合が対象となります。 
 親事業者  下請事業者 

 資本金 3 億円超  資本金 3 億円以下 （個人含む） 
    

 資本金 1 千万円超 3 億円以下  資本金 1 千万円以下（個人含む） 

 
（２）  政令で定めたものを除く情報成果物作成・役務提供委託は、①資本金5千万円超の法人が5

千万円以下の法人又は個人に、②資本金1千万円超5千万円以下の法人が資本金1千万円以

下の法人又は個人に委託する場合が対象となります。 
 親事業者  下請事業者 

 資本金 5 千万円超  資本金 5 千万円以下 （個人含む） 
    

 資本金 1 千万円超 5 千万円以下  資本金 1 千万円以下（個人含む） 
 

法律の内容  
【親事業者の義務】 

（１）発注書面の交付義務  
委託後、直ちに、給付の内容、下請代金の額、支払期日及び支払方法等の事項を

記載した書面を交付する義務  
（２）下請取引の内容を記録した書類の作成、保存義務  

委託後、給付、給付の受領（役務の提供の実施）、下請代金の支払等について記載

した書類等を作成し、保存する義務  
（３）下請代金の支払期日を定める義務  

下請代金の支払期日について、給付を受領した日（役務の提供を受けた日）から60日

以内で、かつ出来る限り短い期間内に定める義務  
 

下請取引における親事業者の義務と禁止行為を定めています。 
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 （４）遅延利息の支払義務  
支払期日までに支払わなかった場合は、給付を受領した日（役務の提供を受けた日）

  の60日後から、支払を行った日までの日数に、年率14.6％を乗じた金額を「遅延利息」と

  して支払う義務  
 

【親事業者の禁止行為】 
（１）受領拒否の禁止  

下請事業者に責任がないにもかかわらず、給付の受領を拒むこと。 
（２）下請代金の支払遅延の禁止  

支払代金を、支払期日までに支払わないこと。 
（３）下請代金の減額の禁止  

下請事業者に責任がないにもかかわらず、下請代金の額を減ずること。 
（４）返品の禁止  

下請事業者に責任がないにもかかわらず、給付を受領した後、下請事業者にその給

付に係る物を引き取らせること。 
（５）買いたたきの禁止  

通常支払われる対価に比べ著しく低い下請代金の額を不当に定めること。 
（６）物の購入強制・役務の利用強制の禁止  

自己の指定する物を強制して購入させ、又は役務を強制して利用させること。 
（７）報復措置の禁止  

中小企業庁又は公正取引委員会に対し、禁止行為を行ったことを知らせたとして、取

引を停止するなど不利益な取扱いをすること。 
（８）有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止  

有償支給原材料等を自己から購入させた場合、支払期日より早い時期に支払わせ

ること。 
（９）割引困難な手形の交付の禁止  

支払期日までに一般の金融機関で割引を受けることが困難な手形を交付すること。 
（１０）不当な経済上の利益の提供要請の禁止  

自己のために、金銭、役務などの経済上の利益を提供させること。 
（１１）不当なやり直し等の禁止  

下請事業者に責任がないにもかかわらず、給付の内容を変更させたり、給付をやり直

させること。 
 
情報の提供について 

下請事業者が、下請代金の買いたたきや減額等、下請代金法違反の疑いのある行為に直面す

るなど、下請取引上の問題がある場合は、積極的に以下の相談窓口へ情報提供してください。なお、

その情報提供に係る秘密保持には万全を期します。寄せられた情報を踏まえ、下請代金法に違反

する事実が認められた場合には、厳正に対処してまいります。 
 
 
 

お問い合わせ先（相談窓口） 

中小企業庁 取引課 TEL：03-3501-1732 

各経済産業局中小企業課（巻末お問い合わせ先一覧参照） 

「申告情報受付窓口」 

URL： https://www.shinkoku.go.jp/shinkoku/ 
中小企業取引ホットライン TEL：03-3501-7061（平日9：30-17：00） 

公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課 

TEL：03-3581-3373（直通） URL：http://www.jftc.go.jp/ 

各公正取引委員会地方事務所 
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